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東京圏への人口集積の動向 
我が国の政治・経済の中心である東京には「一極集中」ともいわれるほどにヒト・モノ・カネが

高度に集積しています。高度な集積によって大きな経済効果がもたらされると同時に、交通混雑
や環境問題などの弊害も生まれましたが、大勢として東京への集中は続いています。
今般発生した東日本大震災は、人口移動について影響を与える可能性があり、本稿では東京を中心

とするエリアへの「集中」の現況について整理するとともに、震災後の人口移動について概観します。

［図表1-1］大都市圏における人口・世帯の集積の状況（1960年～2010年）
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［図表1-2］大都市圏における年齢階層別人口の集積の状況（2010年）
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資料：総務省「平成22年国勢調査 抽出速報集計」より作成

平成22年国勢調査の人口速報集計（2011年
2月25日公表）によると、東京圏（東京都、埼玉
県、千葉県、神奈川県）の人口は3,562万人、
総世帯数は1,560万世帯で、日本の人口・世
帯の約3割が集積していることになります。
約50年前はそれぞれ2割程度の集積であり、
半世紀の間一貫して東京への集積が進んでき
ていることになります。
他の大都市圏である大阪圏（京都府、大阪

府、兵庫県、奈良県）は東京圏の約半分、名
古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）は同じく約
3分の1の人口規模になります。残りの地方圏
は総数の半分を割っている状況が続いていま
す［図表1-1］。

年齢階層別にみると、20歳～44歳の層で東
京圏への集積の割合が高くなっています。こ
の年代は就業年齢層のコアであり巨大な労働
市場を形成して、東京圏における活発な経済
活動のバックボーンとなっていることが分か
ります［図表1-2］。
総務省の「平成21年経済センサス－基礎調

査」によると、東京圏には官民合わせて約161
万の事業所があり、従業者は約1,829万人に
上ります。これはそれぞれ日本全体の約25％、
約29％を占めています。また、大学等（短
大・大学院含む）の学生数は、近年の都心回
帰の一部の動きもあって、2010年度では全学
生数の4割近くが東京圏に集積しています（文
部科学省「学校基本調査」）。

資料：総務省「国勢調査（平成22年国勢調査は抽出速報集計）」より作成
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資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

［図表1-3］東京圏の転出入数の推移（1955年～2010年）
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地域間の人口移動は、マクロ的には所得格
差や就業機会の格差などの地域間の経済的格
差が背景にあって、より多くの雇用機会やよ
り高い所得を得られる地域へと人口が移動す
ると考えることができます。すなわち比較的
好況にある地域や時期には転入者や転入超過
が多くなるといえます。
東京圏では1960～1970年代の高度経済成長
期と1980年代後半のバブル期には大きな転入
超過の山が形成されました。そして現在は、
2000年頃からの戦後3度目の転入超過の山の
後半にあると見ることができます。
高度経済成長期の転入超過の山は転入者数

と転出者数が共に増勢にある中で、転入者数が
転出者数を大幅に上回ることで形成されました。
バブル経済期前後は、転出者数の減少が続
く中、1980年代に入って転入者数が増加基調
に転じ、1987年をピークに転入超過の山が形
成されました。その後、転入者数が減少して
転出者数は増加したため、1994年と1995年に
は東京圏からの転出超過が起こりました。
2000年頃からの転入超過の山は転入者数の
増加はほとんど見られず、転出者数が相対的
に大きく減少したことによって形成されてい

ます［図表1-3、1-4］。

1970年頃から都道府県間の総移動率（全人
口に対する都道府県間の移動者数）は低下を
続けています。東京圏の転入者数も1970年を
ピークに、転出者数は1973年をピークに減少
基調となっています。
この大きな要因は移動性向の高い20代前後
の若年層が少子高齢化の進行で減少を続けて
いることにあります。2010年の住民基本台帳
移動報告では初めて年齢別の転出入の集計が
収録されましたが、年齢5歳階級別にみると、
東京圏で転入者数が最も多いのは20～24歳、
次いで25～29歳の層でした。同じく転出者数
も25～29歳、20～24歳の順に多く（［図表1-5］）、
若年層の絶対数の減少が転出入者数の減少に
結びついています。
これらの世代は入学・進学、就職・転勤、

結婚、住宅購入等の理由で移動の機会があり
ますが、高度経済成長期やバブル期と現在で
はいくつかの環境の変化があります。
就職・転勤に関しては、企業において経営
効率化を目的とする事業所の再編や雇用形態
の変化が進んだことによる影響があると考え
られます。例として、東京などに本店・本社

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

［図表1-4］東京圏の転出入数の5年間毎の増減率の移動（1981年～2010年）
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を置く企業が、本社機能を東京に集中させる
一方で、地方の支店・支社等を集約・廃止し
たり、非正規社員や転勤のない地域限定正社
員の雇用を増やすなどしたことから、遠距離
の移動を伴う転勤等の機会は減少したと考え
られます。
また、結婚については1990年代以降に未婚
化が進行し、結婚を契機とする移動も少なく
なっているとみられます。
住宅購入等を理由とする移動は地価が低位
で安定している現況では、バブル期にみられ
たような東京圏外への移動は少ないと考えら
れます。
入学・進学については、若年層人口の減少
と高等教育機関の地方分散が進んだことを考
えれば、これを理由とする移動は減少してき
ていると考えられます（ただし、そのときの
経済状況にも大きな影響を受けます）。
以上が人口移動、特に東京圏の転出入数が
長期的に減少基調にある背景と考えられます。

［図表1-6］は東京圏と地方の経済的格差と
東京圏の転入超過数の動きを示したもので

す。経済的格差の拡大・縮小と転入超過の増
減には本節の冒頭に述べたような関係を見る
ことができます。
東京圏では2007年と2008年に15万人超の流
入超過がありましたが、2010年は9.3万人に
まで減少しました。［図1-3］でそれまで横ばい
ないし微減であった転入者数の推移が、2008
年以降に減少傾向を強めているのはリーマン
ショック以降の景気後退が理由であると考え
られます。このとき、東京圏と地方圏の有効
求人倍率格差※1は2006年に1.37だったものが
1.02まで縮小していました（一人あたり県民
所得※2は2008年度までしか公表されていませ
んが、景気低迷時には格差が縮小する傾向に
あります）。
当初、今年からの景気回復が期待され、東
京圏への転入者数も増加すると思われました
が、3月11日に発生した東日本大震災と原子
力発電所の問題が大きな攪乱要因になり、人
口移動に影響が生じました。

［図表1-5］東京圏の年齢階級別転出入者数（2010年）

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「職業安定業務統計」、内閣府「県民経済計算」より作成
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資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

［図表1-6］東京圏の転入超過数と経済的ギャップの推移（1975年～2010年）
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［図表1-7］被災地4県の人口移動の状況（2007年～2011年の各3～5月）
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4,314 

34% 

3月 

10,969 

12,026 

11,551 

10,954 

9,547 

－13% 

4月 

10,290 

9,813 

9,206 

8,761 

9,579 

9% 

5月 

4,335 

3,726 

3,247 

3,137 

4,681 

49% 

3月 

－2,448 

－2,732 

－1,567 

－1,083 

－2,728 

－152% 

4月 

－67 

－38 

733 

180 

－1,306 
－826% 

5月 

－355 

－213 

163 

83 

－367 

－542% 

5月 

142% 

3,422 

2,918 

2,943 

2,611 

6,325 

岩手県 

1,386 

1,216 

1,031 

1,057 

2,092 

98% 

5月 

5,766 

6,199 

6,406 

6,048 

3,780 

－38% 

3月 

6,417 

5,667 

5,458 

4,820 

5,022 

4% 

4月 

1,908 

1,595 

1,562 
1,203 

2,531 

110% 

5月 

－2,372 

－2,830 

－2,761 

－2,320 

－1,787 

23% 

3月 

－522 

－379 

－531 

－146 

－439 

－201% 

5月 3月 

3,394 

3,369 

3,645 

3,728 

1,993 

－47% 

4月 

4,044 

3,799 

3,579 

3,540 

3,208 

－9% 

－2,373 

－1,868 

－1,879 

－1,280 

－1,814 

－42% 

4月 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

東日本大震災の発生以降の人口移動につい
て、現時点でどのような変化が現れているか、
住民基本台帳人口移動報告から読み取ります
［図表1-7］。
今年3月以降の県別の転入超過の値をみる

と、被災地を含む岩手県や宮城県、福島県、
茨城県では転出超過が例年に比べて多い、あ
るいは転入超過から転出超過へと逆転してい
ることが分かります。一方、大阪府や兵庫県、
福岡県といった大都市を擁する西日本の府県
では転入超過の傾向が見られました。
2011年3月の都道府県間の移動数は前年同

月比で9.9％減少、4月も同じく1.9％の減少で、
全国的に移動が縮小していましたが、5月は
同28.8％増となりました。震災の影響で控え
られていた移動が5月になって動いたと考え
られます。東京都でも5月の転出入は前年よ
り2割以上増加しています。

被災地の4県では3月と4月の転入数が例年
より大幅に減少しましたが、5月になって前
年比増となりました。転出数の増加が顕著に
なったのは4月以降で、特に宮城県と福島県で
例年とは明らかに異なる動きをしています。
一方、前述の転入超過がみられた大阪府や
兵庫県、福岡県では、3月と4月は転出の抑制
が起きていたようです（図表掲載なし）。これ
らの府県では移動先として東京が1位または2
位となっているので、計画停電などで活動等
に制限のあった東京をはじめとする東日本へ
の転出が控えられたと考えられます。しかし、
5月には前年同月比で転出者数は増加し、転
入者数も同じく大幅に増加しました。特に被
災地の4県と東京都からの転入者が増加して
おり、そのシェア（転入者構成比）も高くなり
ました。

（以上、都市未来総合研究所　下向井邦博）

（注）東日本大震災の影響を受けて被災地から避難した者等に係る移動については、避難先の市町村に転入の届出が
あった者についてのみ、本報告に計上されています。県外への避難者数の実態と比べて乖離があることから、
県外避難者の多くは住民票は移していないようです。

震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況震災後の人口移動の状況



J-REITの取得件数・金額は2008年に入っ
てから大きく減少していましたが、資金調達
環境の改善が主な背景となって、2010年上期
から増加傾向に転じたと思われました［図表
2-1、2-2］。
ところが、東日本大震災の発生により2011
年上期は、取得が停滞しました。
2011年上半期（1月～6月）の物件取得実績を
前年同期と比較すると、賃貸住宅が多くを占
めたため、件数は増加しましたが、金額では
減少となりました。他方、物件の入換え等に
伴う譲渡の動きは昨年ほど活発ではなく、譲
渡物件数、譲渡金額とも減少しました。この
結果、保有（ストック）ベースでは件数・金額

とも増加となりました。
2010年1月から月別に取得の状況を［図表2-
3］に整理しました。
2011年3月は、一般事業会社の決算期とい
う季節性の増加要因もあって、合計で39件の
取得があったのに対し、4月は6件、5月は2件
にとどまっています。しかし、6月に入って
取得物件数は14件に増加しており、100億円
近い大型物件の取得も含まれています。
次ページで比較して述べるとおり、特定の
立地などの属性で取得が止まったというより
も、物件の取得プロセスそのものが一時停止
した結果と考えられます［図表2-4］。
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J-REITにおける物件の取得状況 
2011年6月末時点のJ-REITの保有物件数は1,881件、保有資産額は8.2兆円となっています。

J-REIT市場では、2011年3月11日に発生した大震災後、公募増資の中止や、物件取得を延期
する等の動きがありましたが、一旦中止した公募増資や物件の取得が再開された例もみられます。
以下、J-REITにおける物件の取得状況についてご紹介します。

［図表2-1］J-REIT取得物件数の推移
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［図表2-2］J-REIT取得額の推移
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資料：［図表2-1,2-2］とも都市未来総合研究所「ReiTREDA」より作成



［図表2-3］用途別取得物件数の推移
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資料：都市未来総合研究所「ReiTREDA」より作成

［図表2-4］震災前後の投資法人の取得等の主な動き
法人名 震災前 震災による影響 震災後の動向 

公募増資による資金調達を3月1日に発表 5月23日に公募等による投資口発行を発表 

増資による資金調達により、5物件の取得 
予定を3月1日に発表 

当初予定していた5物件のうち、4物件を取得 

産業ファンド投資法人 2月21日に5物件の取得予定を発表 
3月14日に、5物件中4物件につき、 
震災による物的被害の見極めの 
ため取得延期を発表 

物的被害があった物件については、補修実施等の上、 
取得予定すべての物件につき4月28日に取得完了 

日本ホテルファンド投資法人 － － 3月22日に第三者割当増資と物件取得を発表 

アドバンス・レジデンス投資法人 2月24日に7物件の取得予定を発表 
3月25日に、7物件のうち1物件に 
つき、震災による物的被害の 
見極めのため取得延期を発表 

取得延期していた物件を5月31日に取得完了 

オリックス不動産投資法人 － － 5月9日に公募増資等と物件取得（6物件）を発表 

ユナイテッド・アーバン投資法人 
震災を受けて、投資口市況が 
不安定となったため、3月15日に 
中止を発表 

資料：各投資法人の開示資料より都市未来総合研究所作成

以下、「震災前」を3月1日から10日の取得物
件（対象物件数28）、「震災後」を3月11日から6
月30日の取得物件（対象物件数33）として、前
後の物件属性を比較します（図表掲載なし）。

東北・関東地方に所在する物件の割合が震
災前の64.3％（28件中18件）に対して、震災後
は72.7％（33件中24件）と増加しており、地理
的な影響はうかがえません。

賃貸住宅の割合が震災前には85.7％（28件
中24件）と極めて高かったものが、震災後に
は42.4％と低下していますが、いずれの割合
も過去1年間の平均を大きく上回っており、

震災によって賃貸住宅の取得が減少したとは
断定できません。

震災前後ともシングルテナントまたはマス
ターリースの物件が大多数でほとんど差違は
なく、テナントとの合意状況による違い（ま
たはテナント分散による違い）はうかがえま
せん。

平均築後年数は震災前3.8年から震災後は
5.8年に長期化しており、築浅物件に取得対
象がシフトした様子はうかがえません。

（以上、都市未来総合研究所　大重直人）
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Monthly WatcherMonthly WatcherMonthly Watcher 東京で事業展開する地方公益法人の不動産に関する動き

地方を本拠とする医療法人、社会福祉法人、学校法人等の広義の公益法人が、最近、東
京圏に進出して事業展開する事例が見受けられます。その背景としては、①少子高齢化・
人口減少等に伴い、本拠とする地方における医療、介護・福祉、高等教育等の市場につい
て、中長期的にみて今後の大きな成長が期待し難いこと、②これに対して東京圏では、地
方と比べて65歳以上の人口当りの医療、介護・福祉施設等の充足が及んでいない面がある
こと、③進出法人が東京に新設する施設を、グループの知名度向上を図り、優秀な人材確
保等を推進する重要拠点として位置づけていること、④私立大学の学生確保等を目的とす
る東京都心部における拠点拡充などが挙げられます。背景②を表わす一例として、介護保
険三施設※の定員総数からその充足状況を都道府県別にみると、東京都は全国で最低水準
にあるのに対して、地方の各県は全国平均を概ね上回っており、地方と比べて東京圏では
これら施設整備の余地が相対的にあることがうかがえます［図表3-1］。東京で事業展開す
る地方公益法人グループの経営方針や不動産に関する動きについて、その概略を［図表3-2］
に整理しました。東京での拠点新設に伴う用地確保の方法は、医療施設や私立大学等など
を中心に、下表のA、B、F法人のように土地を取得するケースが見受けられます。また
医療法人グループにおいては、医療を軸として、介護保険三施設や高齢者住宅などを複合
的に組み合せた事業展開および施設構成を行っていることなどの特徴が見受けられます。

（以上、都市未来総合研究所　池田英孝）

資料：［図表3-1］の65歳以上人口は総務省統計局「平成20年10月１日現在推計人口」、介護保険三施設の定員数は
厚生労働省「平成20年介護サービス施設・事業所調査」に基づく
［図表3-2］は各法人のWEBサイトにおける事業計画など公表資料に基づき都市未来総合研究所作成

［図表3-1］介護保険三施設の都道府県別の定員数（65歳以上人口10万人当り）

4,414

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000
全国平均2,981人 

東京2,163人 
（徳島の約半分） 

（注）介護療養型医療施設における「定員」は介護指定病床数。 
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概　要  ・  特　徴 

A　社団法人 

B　医療法人・学校法人 

C　医療法人財団 

D　医療法人社団 

E　社会福祉法人 

F　学校法人 

九州を本拠とする社会医療法人財団の系列社団法人。関東地域に不足している「回復期リハビリテーション病院」を展開する方針。その一環として、上場企業か
ら東京都内の事業用地跡地を2011年2月に取得。 

九州を本拠として全国約４地域に、医療を軸に教育･介護･福祉にわたり総合的に事業展開している。北関東に医療福祉の総合大学を設立。東京では都心部の
大規模病院を継承して大学附属病院に転換した。借用していた同病院の土地は、病院建替えと設備刷新にあたり、2010年3月末に取得した。 

東北地方を本拠として、医療・介護事業を東京圏に展開している。東京都心部の病院を社会福祉法人から継承して、2010年4月に東京病院を開設した。その近隣には
自治体とのＰＦＩ事業で介護老人保健施設・介護老人福祉施設などを開設済み。また東京近郊でも高度医療機能の充実を目的とした病院を2012年秋に開設予定。 

近畿地方で医療・介護・保育・教育などの事業を展開する医療法人社団。E法人と共同で、東京都心部に特別養護老人ホーム、介護老人保健施設などの複合
型介護施設を2010年度に開設。 

中国地方を本拠とする社会福祉法人。東京に進出して老人ホーム等を展開。D法人と共同で東京都心部に特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の複合
型介護施設を2010年度に開設。 

関東地方に大学3校を設置。2005年に東京都心部にキャンパスを開設。2007年および2011年3月に、同じ区内の近隣の不動産を取得して東京都心部における
キャンパス拡充を進めている。 

法人グループ 

※介護保険三施設とは、介護保険制度のもとでサービスを実施している主な施設。介護老人福祉施設（特別養
護老人ホーム・特養）、介護老人保健施設（老健）、介護療養型医療施設（療養病床）をいう。

［図表3-2］東京で事業展開する地方公益法人の経営方針と不動産に関する動き（概略）


